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平成１９年６月２７日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官

平成１８年（ワ）第１２６号 特許を受ける権利の確認請求事件

平成１８年（ワ）第２０９７１号 承継参加申出事件

口頭弁論終結日 平成１９年４月２０日

判 決

山形県米沢市＜以下略＞

原 告 株式会社シー・シー・ワイ

同訴訟代理人弁護士 柿 崎 喜 世 樹

山形県東置賜郡＜以下略＞

被 告 Ａ

同訴訟代理人弁護士 大 森 鋼 三 郎

同 庄 野 功 章

山形県東置賜郡＜以下略＞

被 告 承 継 参 加 人 Ｂ

山形県東置賜郡＜以下略＞

同 Ｃ

山形県東置賜郡＜以下略＞

同 Ｄ

山形県東置賜郡＜以下略＞

同 Ｅ

上記被告承継参加人ら訴訟代理人弁護士

大 森 鋼 三 郎

主 文

１ 原告と被告及び被告承継参加人らとの間において，原告が別紙出願目
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録記載１ないし５の各発明に係る特許を受ける権利を有することを確認

する。

２ 訴訟費用は被告及び被告承継参加人らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

主文第１項に同じ。

第２ 事案の概要

本件は 別紙出願目録記載の各発明 以下 本件各発明 という について， （ 「 」 。）

特許を受ける権利 以下 本件特許を受ける権利 という を発明者から譲り（ 「 」 。）

受けて特許出願をした原告が，原告から同権利を譲り受けたとして自らを出願

人とする名義変更を行った被告及び被告承継参加人ら（以下「参加人ら」とい

。） ， ， ，う に対し 原告 被告間の同権利の譲渡契約書が被告の偽造に係るもので

真正な出願人は原告であるとして，同権利が原告にあることの確認を求めた事

案である。なお，被告は，本件訴訟係属後，同権利の一部を被告承継参加人ら

４名に譲渡したとして，被告及び被告承継参加人ら５名全員で共有とする旨の

出願人名義変更手続を行っている。

１ 前提となる事実等（争いがない事実以外は証拠を末尾に記載する ）。

(1) 当事者及び関係者

ア 原告は，農産物，食品廃棄物等を原材料とする乳酸及び乳酸エチルの精

製，販売や，農産物，食品廃棄物等を原材料とする生分解性素材の製造と

加工に関する研究と技術開発等を目的とする会社である（乙５，７８ 。）

イ 被告は，平成１６年１１月１７日から平成１７年９月２６日まで，原告

， （ ，「 」において 参与という役職にあった者であり なお 代表取締役付参与

。）， ， （ ，という名称が使用されていた 参加人らは 被告の親族である 甲６０

６１，乙２５，４７の１，９０，９５ 。）

ウ Ｆは，平成１４年７月１５日の原告設立当初から平成１７年３月９日ま
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， ， ， （ ，で 原告代表取締役を務め その後は 原告取締役の地位にある 甲７１

乙５，７８ 。）

なお，Ｆは，平成１５年１０月１０日から平成１６年７月２４日まで，

原告取締役の地位にあったＧと共に，本件各発明の発明者である（甲１～

， ， ， 。 ， 。）。５ 乙５ ７８ 枝番号の書証を含む 特に明記しない限り 以下同じ

エ Ｈは，平成１６年９月２２日，原告代表取締役に就任し，同月２８日，

その旨の登記がされた（乙５，７８ 。）

オ Ｉは，平成１６年１１月１７日から平成１７年８月３１日まで，原告取

締役の地位にあったが，同年９月，被告と共に原告を辞めて，平成１８年

６月に独立するまで，被告の経営する会社（株式会社クリエーティブジャ

， 「 」 。） （ ，パン 以下 クリエーティブジャパン という で働いていた 甲５３

乙５，７８ 。）

カ Ｊは，平成１５年８月中旬ころから平成１７年１０月７日まで，原告の

従業員として働き，その後，平成１８年６月中旬ころまで，クリエーティ

ブジャパンで働いていた（甲５４，証人Ｊ 。）

キ Ｋは，設立当初から原告に関わって，原告の従業員として働き，平成１

６年１１月１７日から平成１７年８月３１日まで，原告取締役の地位に

あった（甲５５，乙５，７８ 。）

， ， ，ク Ｌ及びＭは いずれも 平成１６年７月２６日から同年９月２２日まで

Ｎは 同年９月２２日から同年１１月１０日まで 原告取締役の地位にあっ， ，

た（乙５，７８ 。）

(2) 本件各発明に関する特許出願人名義の変遷

ア 原告は，平成１５年８月，本件各発明の発明者であるＦ及びＧから，本

件特許を受ける権利を譲り受け，本件各発明について，別紙出願目録の各

出願日欄記載の日に特許出願をした。

イ 被告は，平成１７年１０月２７日，特許庁長官に対し，平成１６年９月
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２１日に原告から本件特許を受ける権利を譲り受けたことを原因とする出

願人名義変更届を提出し（以下「本件名義変更届出」という ，これを受。）

けて，本件各発明についての特許出願人は，原告から被告に変更された。

ウ 平成１８年７月１１日，有限会社リールビルドが，特許庁長官に対し，

同年６月１日に被告から本件特許を受ける権利を譲り受けたことを原因と

する出願人名義変更届を提出したところ，被告は，同年９月１１日，同社

から同日付けでこれらの権利を譲り受けたとして，出願人名義変更届を提

出し，その結果，本件発明についての特許出願人は，再度被告に変更され

た（乙８２～８４，８７ 。）

エ 参加人は，被告から本件特許を受ける権利の一部を譲り受けたとして，

平成１８年９月１１日，特許庁長官に対し，本件各発明についての出願人

名義変更届を提出して，同日，それが受領された（乙８５～８８ 。）

２ 争点

本件の争点は，原告から被告に対して本件特許を受ける権利が譲渡されたか

否かである。

３ 争点についての当事者の主張

（被告の主張）

(1) 原告被告間の平成１６年９月２１日の譲渡の合意

被告は，当時原告の代表取締役であったＦとの間で，平成１６年９月２１

日，被告が担当する原告の業務内容とその報酬などについて，以下の合意を

した（以下「本件基本合意」という 。。）

（被告の担当する業務）

① 事業資金の調達，他企業の事業参加等の取りまとめ

② Ｇ博士の再協力の取付け

③ 山形大学の協力の取付け

④ 農林水産省からの補助金交付の取りまとめ
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（報酬等）

① 本件特許を受ける権利を被告に譲渡すること，Ｆ個人が保有する発明

者としての権利も譲渡すること

② 農林水産省による補助金交付の採択通知後６０日以内に１億円を支払

うこと

③ 実証プラント建設着工時に５０００万円，完成時に５０００万円を支

払うこと

④ 終身，年１０００万円を支払うこと（被告を重要な位置に登用するこ

と）

そして，本件基本合意のうちの本件特許を受ける権利の譲渡に関する合意

（ 「 」 。） ， ，部分 以下 本件譲渡合意 という については 平成１６年９月２４日

Ｆ自身が，原告住所，名称及びＦの氏名が代表取締役として刻されたゴム印

以下 原告ゴム印 という 並びに代表者印として登録された真正の原告（ 「 」 。）

代表者印 以下 真正代表者印 という を押捺して作成した 同月２１日（ 「 」 。） ，

（ ， ， 「 」付けの原告被告間の権利譲渡証書 甲１１の２ 乙３ 以下 本件譲渡証書

という ）として書面化された。。

本件譲渡証書上に存在するＦの記名及びその右側に存在する印影は，それ

ぞれ原告ゴム印及び真正代表者印によるものである。したがって，本件譲渡

証書は真正に作成されたものと推定され，これによれば，本件譲渡合意が認

められる。

被告は，本件譲渡合意に基づき，特許庁長官に対し，本件譲渡証書を提出

して，本件名義変更届出を行った。

(2) 本件譲渡合意の存在を裏付ける事情

また，次のような，被告と，Ｆ又は原告との関係等に照らせば，本件譲渡

合意が成立したことは明らかである。

ア 被告がＦと知り合った平成１６年６，７月当時，原告は，資金難に陥っ
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ており，当時原告の代表取締役であったＦは，多方面から借入れをしてい

た。

イ 被告は，平成１６年８月２４日，Ｆから原告の運営資金として１０００

万円の借入れを申し込まれたが，被告自身には資金がなかったので，Ｈに

対し，原告への１０００万円の資金提供を依頼した。

ウ 原告は，平成１６年８月３１日，被告の仲介により，Ｈの経営する株式

会社ダイニ 以下 ダイニ という から １０００万円を 月１００万（ 「 」 。） ， ，

円の利息，同年９月３０日を弁済期とする旨の約定で借り入れた。

しかしながら，上記１０００万円だけでは原告の窮状は救えない状況に

あり，また，原告の事業自体の素晴らしさもあったことから，被告は，原

告が何とか事業を継続できるよう協力することとした。

エ Ｆは，被告に対し，平成１６年９月１７日，被告の「将来に対して身分

保証の保全」のため，本件特許を受ける権利の譲渡等の約束を取り交わす

ことなどを記載した「誓約書」と題する書面（乙１１０。以下「本件誓約

書」という ）をファクシミリ送信した。。

オ 被告は 平成１６年９月２１日 Ｆとの間で 約条書 と題する書面３， ， ，「 」

通 乙１９ ２０ ５７ 以下 本件各約条書 という により 被告が（ ， ， 。 「 」 。） ，

原告に参画するに当たって果たす役割，原告における地位の確保，報酬な

どについて確認した。これを受けて，原告と被告とは，同月２２日，原告

から被告に対する「事業推進することの取りまとめに関することの全権委

任」等を内容とする委任契約を締結し，そのころ，同日付けの委任状（乙

２１。以下「本件委任状」という ）を作成した。。

カ Ｆは，平成１６年９月２４日，本件譲渡証書，Ｆ個人が発明者である特

許発明に係る権利の譲渡証書（乙４の１，２。以下「Ｆ個人の譲渡証書」

という ，本件各約条書等に真正代表者印を押捺した。被告は，上記２つ。）

の権利譲渡の対価として，Ｆに対し，５００万円を支払い，Ｆは，同日付
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けの受領書（乙１１１）を作成した。さらに，Ｆは，同日，被告の尽力に

よりＨが原告の代表取締役に就任する手続を完了できたことへの感謝を表

すとともに，被告及びその推薦に係る者の原告取締役への就任に関してＦ

の責任で対応し，これを完了する旨を約した「約定書」と題する書面（乙

２３。以下「本件約定書」という ）を作成した。。

キ Ｆは，被告に対し，平成１６年９月２７日，本件譲渡証書の作成経過等

を確認する承諾書 乙１１２ 以下 本件承諾書 という を作成し フ（ 。 「 」 。） ，

ァクシミリ送信した。

ク 被告は，Ｈとの間で，ダイニから原告への資金提供及び資本参加の合意

， ， ， 。を取り付け Ｈは 平成１６年９月２２日 原告の代表取締役に就任した

ケ 被告は，平成１６年１１月１７日，原告の参与に就任した。原告では，

同日付けで定款を変更し，参与について，取締役会への出席を要し，意見

を述べることができるが議決権はないという権限を明記した。被告は，そ

の責任と権限において原告のために働いて上記の役割を果たし，原告の事

業を軌道に乗せることに成功した。

コ Ｈは，原告の事業が軌道に乗り出した平成１７年９月２８日，被告を参

（ ） ， 。 ， ，与 代表取締役付参与 から解任し 原告から排除した そこで 被告は

自らの立場を守るために，本件特許を受ける権利について，本件譲渡合意

に基づいて，出願人名義変更の手続を行ったものである。

(3) 原告の主張に対する反論

これに対し，原告は，次のような事情を主張するが，いずれも本件譲渡証

書の作成の真正に係る上記推定を破るに足りない。

ア 原告は，本件譲渡証書が作成された平成１６年９月２１日から同月２４

日までの間，Ｆが真正代表者印を所持していなかった旨主張する。

しかしながら，その当時は，原告の取締役であったＭが真正代表者印を

所持しており，同人が，同月２２日ころ，仙台市にて，当時同じく原告の
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取締役であったＮ及びＫの立会いの下，これをＦに返還している。

， ， ， （ ） ，そして Ｆは 同月２３日 お願いと題する書面 乙１０８ を作成し

訂正印及び捨印として上記のとおり返還を受けた真正代表者印を押捺して

いるのである。

， ， ， ，このように Ｆは 同月２４日の時点で 真正代表者印を所持しており

これを用いて本件譲渡証書に押印できたことは明らかである。

原告は，同月２２日には，ＦがＫと共に東京に出張していたため，真正

代表者印を受け取れなかったのごとく主張する。

しかしながら，取締役会議事録（乙１２２）上，同日午後には原告の取

締会等が開催され，Ｆが出席していることからみて，同主張には，不自然

。 ， ， ，な点が多く信用できない また そもそも 東京に出張していたとしても

仙台市を発つ前に受け取ることはできたのである。

イ 原告は，Ｆが平成１６年９月２４日の午前中には「バイオマスシンポジ

ウム」出席のために山形県米沢市から新潟県中頸城郡柿崎町（現「新潟県

上越市柿崎区 へ出発したから 同日に本件譲渡証書を作成することはで」） ，

きなかった旨主張する。

しかしながら，Ｆは，同日午前中に米沢市の原告事務所に立ち寄り，本

件譲渡証書等を作成した後，シンポジウムのための資料等を持って，柿崎

町に車で出かけたのである。

ウ 原告は，平成１６年９月２４日当時，Ｆが，糖尿病による諸症状から，

パソコン操作もできなかったし，文書の内容も確認できなかったから，本

件譲渡証書を作成できなかった旨主張する。

しかしながら，そのような病状の者であれば，上記シンポジウムなどに

， ，出席することは不可能であるし その内容も理解できないはずであるから

原告の主張は矛盾している。

エ 原告は，被告が，譲渡の対価を支払っていない，原告に貢献していない
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などとして，そのような被告に対して，原告が本件特許を受ける権利を全

部譲渡する本件譲渡合意の内容は不合理である旨主張する。

しかしながら 被告は 上記(2)のとおり 原告の業務の再建に尽力して， ， ，

も，被告自身に資力がないため，後に必要がないと思われた場合に，原告

から放逐される事態が予想されたことから，以後，原告に貢献していける

よう，被告の原告における地位を保全する手段として，平成１６年９月２

１日，本件譲渡合意を含む本件基本合意に至り，原告の真正代表者印の返

還を受けた後である，同月２４日に，合意内容を示す文書を，同月２１日

付けで作成したのであって，その経過は，何ら不合理ではなく，また，譲

渡の対価も支払われている。

オ 原告は，被告らが，白紙に原告ゴム印と真正代表者印のみが押された用

紙 甲２４ ２５ ３６ 以下 本件用紙 という を利用して本件譲渡（ ， ， 。 「 」 。）

証書を作成したなどと偽造の経過について説明するが，次のとおり，それ

らはいずれも理由がない。

(ア) 本件譲渡証書と本件用紙とでは，原告ゴム印と真正代表者印の押さ

れている位置が全く異なっており，そのような用紙から本件譲渡証書を

作成することはできない。

(イ) 原告は，本件譲渡証書の原稿が存在し，また，Ｆが所有していたノ

ートパソコンから削除された上記原稿のデータを復元した旨主張する。

しかしながら，その原稿の文面が本件譲渡証書とは異なっている上，

それを本件譲渡証書の偽造と結びつける事情は認められない。また，上

記復元データは，それに表れた改訂番号，更新日時，作成日時，ファイ

ルサイズ等からして，原告が主張する偽造経過を裏付けるものとはなり

得ない。

(ウ) 原告は，被告が，平成１６年１２月上旬ころ，原告ゴム印及び真正

代表者印が入った金庫の鍵を保管していたＩに命じ，Ｋをして，それら
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の印を白紙に押捺させ，完成した本件用紙を原告事務所内のロッカーに

保管させていた旨主張する。

しかしながら，Ｉは，営業・対外交渉担当の取締役であるから，上記

金庫の鍵を保管していることなどあり得ない。

また，Ｋは，原告の当初からの従業員で，取締役に就任したこともあ

り，代表者印の重要性を十二分に認識していたのであるから，何の目的

に使われるかも分からないまま本件用紙を作成するなどあり得ない。し

かも，同人は，本件訴訟提起後９か月も経って自分が押捺したことを告

白したというのであり，その点も不自然である。

(エ) 原告は，被告に命じられたＪが，平成１７年９月１８日ころ，原告

事務所内のロッカーから本件用紙を持ち出し，被告に渡した旨主張する

とともに，Ｊが第三者に預けた段ボール箱に本件用紙が６，７枚入って

， （ ，いた旨主張し その状況を撮影した写真を証拠として提出する 甲２４

２５，３６ 。）

， ，しかしながら Ｊが原告事務所内のロッカーから本件用紙を発見して

被告に渡したのであれば，段ボール箱に入っているはずがない。そのよ

うな用紙が段ボール箱に入っていたという事実は，被告が本件用紙を手

に入れていないことを示すものであるか，あるいは，段ボール箱内での

発見が原告による虚構であることを窺わせるものである。

（原告の主張）

⑴ 本件譲渡合意は存在しないこと

原告被告間において，本件譲渡合意は存在しておらず，本件特許を受ける

権利が被告に譲渡されたことはない。

⑵ 本件譲渡証書は真正に作成されたものではないこと

本件譲渡証書の原告の住所，社名及びＦの氏名の印影並びに原告代表取締

役の印影は，それぞれ，原告ゴム印及び真正代表者印によって作出されたも
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のである。

しかしながら 本件譲渡証書は 真正に成立したものではなく 被告によっ， ， ，

て偽造されたものであり，真正代表者印による印影の存在に基づく真正な成

立の推定は，次のような事情によって破られる。

ア 真正代表者印は，平成１６年７月２６日から同年９月２７日までの間，

Ｎのところにあり，Ｆは，本件譲渡証書に押印されたと被告が主張する同

月２４日の時点で，同印を所持していなかったものである。

， ， ，(ア) Ｆは Ｎに対し 同年９月２４日の午前１２時から午後１時の間に

通告書 と題する書面 甲６８ 以下 本件通告書 という を内容「 」 （ 。 「 」 。）

証明郵便で発送し，真正代表者印の返還を求めている。同郵便は，Ｆが

発送した米沢市とＮが居住していた仙台市との地理的関係から，早くと

も同月２５日でないと同人には到達しない。よって，Ｆが同月２４日に

真正代表者印を押印することはできなかったのである。

なお，本件通告書に押捺されている印鑑は，代表者印として登録して

いないものであり，同書面で返還を求める対象として「弊社代表印鑑」

と記載されている印鑑こそが，真正代表者印である。

(イ) 被告は，Ｆが，平成１６年９月２２日ころ，仙台市において，Ｎか

ら真正代表者印を受け取った旨主張している。

しかしながら，Ｆは，同日，Ｋと共に東京に出張して不在であり，Ｎ

から真正代表者印を受領することは不可能であった。なお，同日，取締

役会が開かれて，Ｆ，Ｈ及びＮがそれに出席したという内容の取締役会

議事録（乙１２２）が存在するが，実際には，そのような取締役会は開

かれていない。

Ｎは，同月２７日，米沢市に来て，真正代表者印をＦに返還した。そ

して，その真正代表者印により，同月２８日，取締役，代表取締役の変

更に関する登記手続が行われたのである。
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イ Ｆは，平成１６年９月２４日，柿崎町において開催された「バイオマス

シンポジウム」に参加するため，その日の午前中には，米沢市を出発して

いる。被告の陳述書（乙１）によれば，Ｆが，同日，どこかで真正代表者

印を受け取ってきて本件譲渡証書を作成したとのことであるが，そのよう

な作業の後で柿崎町へ行くというのは，時間的に困難である。

ウ Ｆは，平成１６年７月ころから，糖尿病による網膜症，白内障，腎不全

， ， ． ，の症状が急速に現れ 同年９月ころには 視力が落ちて０ １程度となり

視野も中心部分が花が咲いたように見えてしまい，周辺部分しか見えなく

なった。そのため，自らパソコンを操作したり，文書の内容を確認したり

することができなくなっていた。さらに，同年１０月５日ころには，肺に

水が溜まり 息苦しくて立っていられないようになり 入院するまでに至っ， ，

ている。したがって，Ｆは，同年９月ころ，本件譲渡証書のように小さく

多量の文字が書かれた文書を作成することはできず，また，内容の確認も

できなかったのであるから，それに押印するということもない。

エ 本件譲渡証書の内容は，次のとおり，不合理である。そして，文書の内

容が余りにも不合理である場合には，成立の真正を疑わせる事情となる。

(ア) 原告は，本件各発明を実施して本格的な生産を行うことを目指して

おり，本件各発明は国からも評価され，平成１８年５月までに１億１０

００万円の補助金を受領することになっていた。それにもかかわらず，

途中で出願人を変更するはずがない。

(イ) 被告は，本件特許を受ける権利の譲渡の対価を原告に支払ったこと

はない。原告は，かなりの資本を投入していたし，資金が不足する状態

にあったことから，資金調達をするべくＨが関与することになったもの

であり，本件特許を受ける権利を無償で被告に譲渡するはずがない。

， ， ，(ウ) 被告は 平成１６年９月２１日当時 原告の参与に就任しておらず

原告の業務に関与してからも，１か月程度しか経っていない。したがっ
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て，原告との信頼関係は，いまだ構築されておらず，原告に貢献したな

どということはあり得ない。

(エ) Ｈは，平成１６年８月３１日に１０００万円の資金を提供している

が，この段階で，被告は金銭を負担していない。そのＨが，何も対価が

ないのに，被告に無償で本件特許を受ける権利を譲渡することはない。

(オ) 原告にとって，本件各発明の実施が会社の設立目的であるし，存続

の根拠である。それを何の対価もなく，ただ被告に譲渡することはあり

得ない。

(カ) 被告は，本件譲渡証書とともに，原告が被告に対して１億円，５０

００万円といった巨額の支払を行う旨の本件各約条書が作成されたとす

る。

しかしながら，補助金は，１億１０００万円であり，全額実証プラン

トの建設に当てられるものであって，その当時の原告の経営も赤字であ

る。そのような段階で，上記のような合意をするはずがない。

⑶ 本件譲渡証書の偽造の状況

被告及びその指示を受けた者が本件譲渡証書等の書類を偽造した状況は，

次のとおりである。

ア 白紙に原告ゴム印及び真正代表者印が押捺された状況

原告ゴム印及び真正代表者印は，平成１６年１２月上旬ころ，原告の事

務所の金庫に入っていたところ，その鍵は，Ｉが保管していた。

当時原告の参与であった被告は，Ｉに命じ，被告の目的を知らないＫを

して，原告の事務所内で，原告ゴム印と真正代表者印を押捺させ，本件用

紙を作成させた。このとき，被告は，Ａ４判の白紙６ないし７枚に，その

右下部分か右上部分に押印した２種類の用紙を作成するよう指示してい

た。

イ 本件用紙が保管されていた状況
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その後，被告は，Ｋに対し，本件用紙を保管しておくように指示し，Ｋ

は，本件用紙を他の書類と一緒に原告の事務所のロッカールーム内のビニ

ール製手提げ袋に入れて保管していた。

被告は，平成１７年９月１８日ころ，Ｊに対し，本件用紙を持ってくる

ように指示した。Ｊは，同日午後，Ｋに電話して本件用紙の保管場所を問

い合わせ，これを探し当てて入手した。

被告は，そのころ，既にＨ等と対立しており，原告から利得を得ようと

考えて準備をしていた。また，Ｊ及びＩは，被告と行動を共にしていた。

そして，被告，Ｉ及びＪは，同月下旬ころ，原告の事務所内から，自分た

ちにとって都合の悪い文書や本件用紙を持ち出し，段ボール箱に詰め込ん

で，一時的に知人のＯに預けた。

Ｏは，上記段ボール箱を原告のものと考えて，同年１０月６日ころ，原

告従業員のＰに対し，中身を確認してはどうかと連絡してきた。Ｐは，Ｏ

のところへ赴き，段ボール箱を開封したところ，本件用紙を含む書類が出

てきたので，Ｏに対し，当該段ボール箱を原告事務所に持ち帰る旨告げた

が，ＯがＪに返すと言って拒否したため，その中身を写真に撮った。その

後，Ｏは，段ボール箱を元の状態に戻してＪに返した。

ウ 本件用紙に譲渡の文言が印刷され，本件譲渡証書が完成された状況

被告は，原告の参与を解任されるや，本件特許を受ける権利を我がもの

にしようとし，平成１７年１０月１３日ころ，Ｊに対し，原稿を示して，

その内容をパソコン打ちするように指示した。Ｊは，被告の指示どおり入

力したが，プリンターがなかったので，文書データをフロッピーディスク

に保存し，印刷可能な店舗においてプリントアウトした。その後，Ｊは，

被告の指示を受けて上記データを訂正し，再び上記の店舗においてプリン

トアウトした。さらに，被告は，Ｊに命じて一部字句を訂正させ，同月２

６日過ぎには本件譲渡証書の記載内容のデータを仕上げ，これをフロッピ
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ーディスクに保存した。Ｊは，被告の指示により，そのフロッピーディス

クと本件用紙とを持って上記店舗に行き，フロッピーディスク内のデータ

， 。を本件用紙にプリントアウトして本件譲渡証書を完成させ 被告に渡した

第３ 当裁判所の判断

１ 参加人らの訴訟参加形態について

参加人らは，被告から本件特許を受ける権利の持分を譲り受けた旨主張して

いるところ，特許を受ける権利の共有者は，特許法上，共有者全員でなければ

出願できず 同法３８条 共有者の一部による出願は 拒絶の査定を受け 同（ ）， ， （

法４９条１項２号 かつ これに違反した特許は 無効とされる 同法１２３）， ， ， （

条１項２号 また いったん複数の者が共同して手続をした場合は その後の）。 ， ，

特許出願の変更，放棄及び取下げ，特許権の存続期間の延長登録の出願の取下

げ，請求，申請又は申立ての取下げ，特許出願等に基づく優先権（同法４１条

１項）の主張及びその取下げ，出願公開の請求並びに拒絶査定不服審判の請求

の各手続については，全員が共同してこれを行わなければならない（同法１４

条 しかも 特許を受ける権利の共有者がその共有に係る権利について審判を）。 ，

請求するときは，全員が共同してこれを行わなければならない（同法１３２条

３項）という地位に立つ上，拒絶査定不服の審判を請求し，その請求が成り立

たない旨の審決を受けた場合，それに対して提起する審決取消訴訟も，固有必

要的共同訴訟であると解されている（最高裁判所平成６年（行ツ）第８３号同

） 。 ，７年３月７日第三小法廷判決・民集４９巻３号９４４頁参照 したがって

特許を受ける権利の共有者については，共同して行動しないと，特許査定を受

けることが困難であり，また，当該特許権が無効となるおそれがあるという地

位に立たされるものということができる。

このような特許を受ける権利の共有者の地位に照らせば，本件のように，原

告が被告に対して特許を受ける権利の確認を求めている訴訟は，訴訟の目的た

る特許を受ける権利の共有持分の帰属が当事者の一方である被告と第三者であ
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る参加人らについて合一にのみ確定すべき場合に該当するといえるので，参加

人らは，被告の共同訴訟人として，本件訴訟に共同訴訟参加（民事訴訟法５２

条）できるものと解すべきである。

２ 事実認定

証拠及び弁論の全趣旨によれば，被告が原告の業務に関与するようになって

から，本件名義変更届出がされるまでの状況について，以下のとおりの事実が

認められる。

， ， ，⑴ 原告は 農産物 食品廃棄物等を原材料とする乳酸及び乳酸エチルの生成

販売や，農産物，食品廃棄物等を原材料とする生分解性素材の製造と加工に

関する研究と技術開発等を目的として，平成１４年７月１５日に設立された

株式会社である（乙５，７８ 。）

⑵ 原告内では，上記目的に従った研究開発が進められ，Ｆ及びＧが本件各発

明を行い，原告が同人らから本件特許を受ける権利の承継を受け，平成１５

年８月８日，１１月１１日，１１月２０日，１１月２８日に，本件各発明に

ついて，それぞれ特許出願がされた（甲１～５ 。））

⑶ 原告は，平成１６年夏ころ，経営難に陥り，給与の支払遅延等を理由とし

て従業員が退職する事態に至っており 乙１４の１～１４の３ １５ 原告（ ， ），

の代表取締役であったＦは，資金調達先を探していた。そして，Ｆは，Ｌを

通して知り合った被告からダイニの代表者であったＨを紹介され，同年８月

３１日，原告が，ダイニから，１０００万円を，返済期限を同年９月３０日

とし 利息を月１００万円とする旨の約定で借り受けた 乙１６の１ 原告， （ ）。

のダイニに対する上記借入れに基づく返還債務については，Ｆ及び被告が保

証人となり また 特約事項として 保証人Ｆが取得する５０％別紙特許願， ， ，「

２００３－３９１３４８を借用人に対し，担保提供する事とし，返済期日ま

でに返済出来なかった場合，貸付人にその権利を移行することに承諾しま

す （乙１６の１）とされ，別紙出願目録記載３の発明について，Ｆが保有。」
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する権利を担保として提供する旨が合意された。この借入れについては，平

成１６年９月３０日に書換え（更新）が行われ，返済期限は同年１０月３１

日とされた（乙１６の２ 。）

， ， （ ，⑷ また 平成１６年９月２２日には Ｈが原告の代表取締役に就任し 乙５

７８ ，同年１１月１７日には，被告が原告の参与に就任した（甲６０ 。被） ）

告が参与に就任するに当たっては，原告において同役職がなかったため，定

款の変更手続がとられた（乙２５ 。）

⑸ その後，原告は，被告等の尽力もあり，従前，原告の取締役であり，本件

各発明の発明者であって技術開発等を担当していたＧから，再度，原告にお

ける技術開発業務の支援を受ける旨の契約を締結したり 乙２９～３１ 山（ ），

形大学との間で 共同研究契約を締結し 乙３２ 農林水産省が生産支援事， （ ），

業として開始したバイオマス生活創造構想整備事業の補助金を得るなどして

乙３３ 事業を進め 乳酸誘導体の発酵製造実証プラント建設工事の契約（ ）， ，

を締結するなどした（乙３６，３７ 。）

⑹ 平成１７年９月２６日，被告は，原告の参与を解任され，同月２９日，そ

の旨の通知を受けた（甲６１，乙４７の１ 。）

⑺ 被告は，平成１７年１０月２７日，特許庁長官に対し，平成１６年９月２

１日付けの本件譲渡証書を提出して，本件名義変更届出をし，これにより，

本件各発明についての特許出願人の名義は，原告から被告に変更された（甲

６～１６ 。）

３ 本件譲渡証書の成立の真正

本件では，原告において被告に対する本件特許を受ける権利の譲渡があった

ことを認める旨記載された本件譲渡証書（甲１１の２，乙３）が作成されてい

るところ，被告は，同書面が本件譲渡合意の内容を確認したものである旨主張

し，原告は，同書面の成立を否認するので，まず，本件譲渡証書が真正に成立

したものであるか否かについて検討する。
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⑴ 成立の真正の推定

「 」 ， ，本件譲渡証書の右下の 権利譲渡者 という印字の下側には 原告の住所

名称及び代表取締役の肩書きが付されたＦの氏名が横３列に記された記名印

の印影が存在し，その右側に，原告の代表者印の印影が存在する（甲１１の

２，乙３）ところ，上記原告の代表者印の印影が真正代表者印によって顕出

されたものであることは，当事者間に争いがない。

そうすると，上記印影はＦの意思に基づいて顕出されたものと事実上推定

され，その結果，民事訴訟法２２８条４項により，本件譲渡証書がＦの意思

に基づいて作成されたものと法律上推定されることになる（なお，上記記名

印の印影が原告ゴム印によって顕出されたものであることも当事者間に争い

がないが，上記記名印の印影が代表者印の印影と共に存在していることや，

原告ゴム印が原告事務所内のゴム印入れ内に保管されており，Ｆ以外の者も

容易にそれを使用し得たと認められること（甲５５，弁論の全趣旨）からす

れば，本件譲渡合意の有無を検討する前提としては，上記原告の代表者印の

印影の真正のみを問題にすれば足りると解すべきである 。。）

⑵ 推定を妨げる事情の有無

そこで，次に，上記推定を妨げる事情が認められるか否かについて検討す

る。

ア 本件譲渡証書に真正代表者印が押捺されたとされる平成１６年９月２４

日の時点で，Ｆが同印を所持していたか否か。

(ア) まず，Ｆが平成１６年９月２１日の時点で真正代表者印を所持して

いなかったことは，当事者間に争いがない（ただし，同印の保管者につ

いては争いがある 。。）

そして，証拠（甲６８，７０～７４，乙５，証人Ｊ）及び弁論の全趣

旨によれば，次の事実が認められる。

ａ Ｊは，Ｆ及び被告の意向を受けて，同月２４日，真正代表者印とは
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異なる，銀行印として用いられていた原告代表者印を用いて，Ｎに対

し，真正代表者印の返還を求める本件通告書を作成した。

ｂ Ｊは，同日午前１２時から午後１時までの間に，Ｎにあてて，内容

証明郵便により本件通告書を送付した。

ｃ Ｎは，同月２７日，仙台市から米沢市にある原告の事務所を訪れ，

Ｆに真正代表者印を返還した。

ｄ 同月２８日，真正代表者印が用いられ，原告の取締役及び代表取締

役の変更に関する登記申請の手続が行われた。

以上の事実経過に照らせば，Ｆは，少なくとも同月２１日から同月２

７日までの間において，真正代表者印を所持しておらず，これを自ら使

用することができなかったものと推認することができる。

(イ) 被告は，平成１６年９月２２日の時点で真正代表者印が返還されて

いたことの証拠として，真正代表者印による印影が存在する「お願い」

と題する書面の写し 乙１０８ 以下 本件依頼文書 という を提出（ 。 「 」 。）

する。そして，本件依頼文書について，Ｆが，同月２３日，同書面に真

正代表者印を押捺した上でＬに対してファクシミリ送信したものである

こと，別件の訴訟において，何ら利害関係を有しない相手方代理人弁護

士から書証として提出されたものであること，その訴訟の打合せに臨ん

だＩ，Ｋ及びＪも，それが間違いないものと確認していることなどを挙

げて，Ｆが上記２２日に真正代表者印を所持していたことは間違いない

旨主張する。

そこで，本件依頼文書の記載内容，体裁等を見ると，上部に，他の訴

訟で使用されたことを窺わせる「甲第１４号証」の記載及び「弁護士」

と読める契印並びにファクシミリ送信されたことを窺わせる (株)「From:

シー．シー．ワイ 」との0238 28 8676 2004/09/23 16:39 #006 P.001/001

記載が存在する。そして，その下側に捨印として，また，あて先である



20

Ｌの肩書きとして印字された「(株)東北サンラト」を二重線で消し，そ

の上部に「(株)シーシーワイ代表取締役会長」に訂正するための訂正印

として，それぞれ真正代表者印による印影が存在している。さらに，本

文の日付けは，平成１６年９月２３日とされ，その本文には，Ｎから原

告の代表者印を預かっているＬに対し，その返還を依頼したが，いまだ

返還を受けていない旨が記載されている。そして，同書面の下部には，

原告代表取締役の肩書きが付されたＦの氏名が印字されているものの，

その名下には真正代表者印による印影その他の印影は存在しない。

以上の事実に照らせば，同文書は，原告の事務所から平成１６年９月

２３日にファクシミリ送信されたものを受信した用紙であって，他の訴

訟で書証として提出されたものであると推認することができる。

しかしながら，上記Ｌの肩書きの訂正部分及び真正代表者印による印

影は，ファクシミリで受信された文書に通常見られ，同書面の他の部分

にも見られるような，文字の字体の粗さなどが見られないのであり，上

記訂正及び真正代表社印による印影は，ファクシミリ受信後に加えられ

た可能性が強い。

本件依頼文書において，上記のような加工が行われた趣旨は，明らか

ではないが，前記認定のとおり，Ｌは，上記ファクシミリが送信された

平成１６年９月２３日の前日である同月２２日の時点で，原告の内部手

続上，既に取締役を辞任したとされているところ，そのようなＬについ

て，敢えて上記のように肩書きを「代表取締役会長」とする訂正をして

いる点，同文書は，真正代表者印が返還されていないことを強く訴えた

内容であると認められるのに，その真正代表者印による印影が存在する

点（被告は，預けていた経緯を示すために，真正代表者印の返還（被告

は同月２２日と主張する 前に作成していた文書に 押印したものであ。） ，

る旨主張するが，それ自体合理的な説明といえない上，本文の日付けが
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平成１６年９月２３日となっていることとも整合しないから，上記主張

は採用できない ，訂正印及び捨印として真正代表者印の印影が存在す。）

るのに，肝心の代表取締役名下にその印影が存在しない点など，不自然

な点が多い。

， ， ， ，これらの事情を総合考慮すれば 本件依頼文書によって Ｆが 同日

真正代表者印を所持していたという事実を認めることはできないという

べきである。

(ウ) 被告は，本件通告書について，真正代表者印が返還されていたにも

かかわらず，返還前に作っていたものを，そのまま出したものであろう

と主張するが，返還されている印につき返還を求めることは不自然とい

うほかなく，しかも，本件通告書を平成１６年９月２４日に作成したと

の証人Ｊの供述を否定するに足りる証拠はないから，上記主張は失当と

いわなければならない。

また，被告は，証人Ｊの供述に信憑性がないとして縷々主張するが，

いずれの主張も，同証人がことさら虚偽の内容を述べているものと疑わ

せるには足りず，失当である。

さらに，Ｌ作成の陳述書（乙１３２）においては，同人が，Ｎから，

平成１６年９月２２日午前１０時ころ，Ｎ及びＫ同席の下にＭが直接Ｆ

に真正代表者印を返還し，その後，Ｎ自身は一切代表者印を手にしたこ

とはないこと，同月２７日にＮが原告の事務所に出社したことは間違い

ないが，その時にＦに真正代表者印を返還したことは絶対にないこと，

本件通告書の件は，Ｆより原告の取締役変更登記をするということで真

， ，正代表者印の返還を求められた際 Ｌが保管していることを報告したが

Ｌ，Ｍのどちらかが真正代表者印を保管しているのであれば，それは既

に原告に返還されたことになるものの，その保管中に真正代表者印が使

用されてしまった場合を考え，後日の証として，Ｆと合意の上，同人が
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本件通告書を差し出したことなどの報告を受けた旨が記載されている。

しかし，その内容は，主たる部分がＮからの伝聞であって信用性が低い

のみならず，直接，Ｆに真正代表者印を返還したとされるＮ自身が，自

ら陳述書を作成しないこと（その理由として，同陳述書では，Ｆに貸し

た金員を返済してもらえなくなる可能性があるからとされるが，その説

明自体，説得力に乏しい ，より信用性が高いと認められる上記証人Ｊ。）

， 。の供述にも反することを考慮すれば 上記陳述書の内容は採用できない

同様に 真正代表者印の返還日について記載する被告 乙１ Ｉ 乙， （ ）， （

）， （ ） （ ） ， 。２ Ｍ 乙１０９ 及びＬ 乙１１５ の各陳述書も 採用できない

なお，被告は，Ｉが自ら進んで陳述書に真実を記載していることを示す

証拠として同人の手紙（乙１３４）を提出するが，そこに記載された内

容のみから直ちに同人の陳述書の信用性を認めることはできない。

イ 本件譲渡証書の作成過程に関する事情

（ ， ， ， ， ） ，証拠 甲５３ ５４ ５６ ７０ 証人Ｊ 及び弁論の全趣旨によれば

Ｊは，平成１７年の９月ないし１０月ころ，被告から依頼され，被告から

見せられた原稿に基づいてパソコンで文書を作成し，それを白紙に原告ゴ

ム印及び真正代表者印が押捺された書面に印刷して，被告の指示によりそ

れを修正するという作業を何度か経た上，本件譲渡証書と同様の文書を作

成したものと認められる。

これに対し，被告は，証人Ｊの供述に信憑性がない旨縷々主張するが，

既に検討したとおり，同証人がことさら虚偽の事実を述べたと認めるに足

りる証拠は存しない。確かに，同人の供述及び陳述書ともに，曖昧な部分

が認められ，また，部分的な変遷があることも否めないが，それは期日の

経過による記憶の薄れや他の事実との混同によるものとも考えられるとこ

ろ，被告の指示により，白紙に真正代表者印等が押捺された書面を用いて

本件譲渡証書と同様の文書を作成したという中核部分については，明確に
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供述している上，そのような部分については，記憶の希薄化や混乱のおそ

れも乏しいといえるのであるから，信用性が高いというべきである。

また，被告は，Ｊによる上記原稿作成に関し，原告が復元したと主張す

るパソコン内の上記原稿のデータが約６６キロバイトという記録容量の大

きなものであって，不自然であると強く主張するところ，証拠（甲３９の

） ， ， ， 「 」１ によれば 確かに その復元結果として サイズについては 66048

と表示されているものの 他方 ページ数：1 単語数：110 文字数， ，「 」，「 」，「

：628 行数：5 段落数：1 文字数 スペース含む ：771 とさほ」，「 」，「 」，「 （ ） 」

ど長い文章ではないことを示す情報も表示されているのであるから，被告

が指摘する点のみをもって，証人Ｊの供述の信用性を否定することはでき

ない。

したがって，被告の主張は採用できない。

(3) 小括

以上によれば，本件譲渡証書に真正代表者印が押捺されたと被告が主張す

る平成１６年９月２４日の時点においては，Ｆにおいて真正代表者印を所持

していなかったものと認められる。

かかる事情に照らせば，その余の点を検討するまでもなく，Ｆがその意思

に基づいて本件譲渡証書に真正代表者印を押捺したと推定することはできな

いというべきである。

そして，他に，本件譲渡証書の成立の真正を認めるに足りる証拠もなく，

これを認めることはできない。

４ 本件譲渡合意の有無

そこで，次に，被告が，平成１６年９月２１日になされたと主張する本件譲

渡合意を含む本件基本合意が認められるか否かを検討する。

(1) この点 被告は 原告の業務の再建に尽力しても 被告自身に資力がない， ， ，

ことから，後に必要がないと思われた場合に，原告から放逐される事態が予
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想されたことから，以後，原告に貢献していけるよう，被告の原告における

地位を保全する手段として，平成１６年９月２１日，本件譲渡合意を含む本

件基本合意に至り，原告の真正代表者印の返還を受けた後である，同月２４

日に，合意内容を示す文書を，同月２１日付けで作成した旨主張し，それに

沿う被告の陳述書（乙１）のほか，その経過を示す証拠として，本件誓約書

（ ）， （ ， ， ）， （ ），乙１１０ 本件各約条書 乙１９ ２０ ５７ 本件委任状 乙２１

Ｆ個人の譲渡証書 乙４の１ 本件約定書 乙２３ 及び本件承諾書 乙１（ ）， （ ） （

１２）を挙げる。また，本件特許を受ける権利とＦ個人が発明者である特許

発明に係る権利との両方の譲渡の対価として５００万円が支払われていると

主張し，Ｆ作成の「受領書 （乙１１１）を提出する。」

(2) しかしながら まず 本件譲渡合意の内容は 当時の原告の唯一ともいえ， ， ，

る資産である本件各特許を受ける権利について，被告に譲渡するというもの

であり，取締役会決議が必要な事項であると考えられるところ，それを裏付

ける証拠はない。しかも，本件基本合意中のその他の合意内容も，補助金受

領直後でいまだ原告として利益を上げるまでには至らないと思われる時期に

５０００万円，又は，１億円の支払を約するものであったり，本件各発明の

実施・事業化による利益も全く不明であるのに，被告に対し終身にわたって

年間１０００万円（及び被告の親族にも年間６００万円）の支払を約するも

のであるなど，いかに，原告が窮状にある際に合意されたものであるとして

も，著しく被告に有利であって合理性を欠き，このような合意をすることを

基礎付ける特段の事情のない限り，上記合意が成立したと認めることはでき

ないというべきである。そして，上記１で認定したとおり，被告は，Ｆから

の依頼に応じて，ダイニからの融資を実現させ，その後も原告の業務の再建

に尽力するなどして，原告に一定の貢献をしたことは窺ええるものの，この

程度の貢献があったからといって，上記合意の合理性を導くことは困難であ

り，上記の特段の事情があるとは認められない。
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そして，被告が挙げる上記各証拠のうち，本件各約条書（乙１９，２０，

５７ 本件委任状 乙２１ 及び本件約定書 乙２３ は いずれも 平成）， （ ） （ ） ， ，

１６年９月２４日に，真正代表者印を押捺して作成されたものとして提出さ

れているところ，上記３⑵ア(ア)のとおり，同日時点では，Ｆが真正代表者

印を所持していなかったと認められるから，同日に作成されたこれらの文書

は，Ｆの意思に基づいて作成されたとはいえないことになり，同文書によっ

て，上記合意を認めることは困難である。また，本件誓約書及び本件承諾書

は，上記において検討したとおり，真正に成立したとは認められない各文書

を引用した記載内容になっていること，特に，本件誓約書については，平成

１６年９月１７日付けであるにもかかわらず，同月２１日付けの本件譲渡証

書が既に作成済みとされたり，印鑑証明が同月２４日に「発効」するとされ

る等，不自然な点が存することに照らせば，これらの証拠を採用することは

できない。

さらに，Ｆ個人の譲渡証書（乙４の１）について，被告は，Ｆ個人の特許

発明に係る権利の譲渡が，本件特許を受ける権利の譲渡と一体としてなされ

たものであると主張する。

しかしながら，まず，上記文書は，平成１６年９月２４日付けで作成され

ているところ，上記３⑵アのとおり，同日にＦが本件譲渡証書に押捺するこ

とが困難であったことに照らせば，同日にＦがＦ個人の譲渡証書を作成する

ことが可能であったかも疑問といわざるを得ない。また，仮に，Ｆ個人の譲

， ，渡証書がその意思に基づいて作成されたものであったとしても そのことが

直ちに，本件譲渡合意の存在を導くものとはいえず，両者の譲渡の合意に一

体性を認めるに足りる証拠も存しない。さらに，その両者の譲渡対価の支払

を示すとされる上記受領書（乙１１１）は，原告代表者としてではなくＦ個

人が作成したものである上 「但し，別紙譲渡証書に伴う代金として 」との， 。

記載が存するが，その別紙は添付されていないから，かかる証拠のみによっ
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ては，原告が保有する本件特許を受ける権利について，譲渡の対価が支払わ

れたものと認めることはできない。

そうすると，被告の主張内容について説明する被告陳述書（乙１）も，上

記の検討に照らし，これを採用することはできない。

， ， 。(3) その他 本件全証拠によっても 本件譲渡合意を認めることはできない

したがって，被告が，原告から，本件特許を受ける権利を譲り受けたとは

認められず，原告は，上記権利を有するものといえる。

第４ 結論

以上の次第で，原告の請求は理由があるから認容することとして，主文のと

おり判決する。

東京地方裁判所民事第２９部

裁判長裁判官 清 水 節

裁判官 山 田 真 紀

裁判官 國 分 隆 文
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（別紙）

出 願 目 録

１ 出 願 番 号 特願２００３－２０６９７６

発明の名称 農作物の乳酸発酵のための前処理方法および乳酸製造方法

出 願 日 平成１５年８月８日

公 開 番 号 特開２００５－５８００４

公 開 日 平成１７年３月１０日

２ 出 願 番 号 特願２００３－３８１８１５

発明の名称 ポリ乳酸生産システムおよび生産方法ならびにポリ乳酸生産支援

システムおよび生産支援方法

出 願 日 平成１５年１１月１１日

公 開 番 号 特開２００５－１４３３２０

公 開 日 平成１７年６月９日

３ 出 願 番 号 特願２００３－３９１３４８

発明の名称 乳酸エチル製造方法

出 願 日 平成１５年１１月２０日

公 開 番 号 特開２００５－１５４２９０

公 開 日 平成１７年６月１６日

４ 出 願 番 号 特願２００３－３９１４６４

発明の名称 乳酸菌用培地，乳酸菌培養方法および乳酸製造方法

出 願 日 平成１５年１１月２０日

公 開 番 号 特開２００５－１５１８２１

公 開 日 平成１７年６月１６日

５ 出 願 番 号 特願２００３－３９８５８３

発明の名称 乳酸菌生育促進剤およびその製造方法

出 願 日 平成１５年１１月２８日
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公 開 番 号 特開２００５－１５１９２７

公 開 日 平成１７年６月１６日


